
“Web2.0”というキーワードに象徴されるネットの急激な変化の中で、学習

（ラーニング）に新たなイノベーションの兆しが見えている。

ｅラーニングの急速な普及にみられるように、「いつでも、どこでも、誰でも」

利用できる学習環境の実現を目指して、学習提供方法のボーダレス化やグローバル

化が進んでいる。しかし、それらの多くは、対象者の拡大や提供方法の効率化を目

的としたものである。そして、“Web1.0”と呼ばれる従来型のネット技術を使っ

た学習方法の問題点が明らかになっている。特に、学習におけるコミュニケーショ

ンの双方向性の不足、学習者側の主体的な参加の難しさなどが指摘されている。

これらの問題の解決方法として期待されるのが、Web2.0と呼ばれるネットの新潮

流である。例えば、ブログ・SNSや3D仮想技術により、講師と学習者とのコミュニケーションの双方向性を高め、

学習者同士での協調学習を容易にし、ヒューマンタッチを伴ったネットによる学習環境の改善が進んでいる。

さらに、「学習コンテンツのつくり方」に新たな地平が見えつつある。Web2.0の特徴は「利用者参加型メ

ディア（Consumer Generated Media: CGM）」だといわれている。この手法を活かして、コンテンツの開

発に学習者自らが参加する「学習者参加型コンテンツ（Learner Generated Content: LGC）」の開発が徐々

に広まっている。つまり、従来の「教える側」と「教えられる側」という硬直的な関係を超えて、誰もがコン

テンツの「作り手」となる可能性が生まれているのである。

教育研修の世界では、古くから「学習者中心の教育」の重要性が指摘されてきたが、実現は容易ではなかっ

た。それが、Web2.0以降の新しいネットの進化により、学習者中心の概念を超えた「学習者主導型ラーニン

グ（Learner Directed Learning）」の可能性が広がっている。

本稿では、Web2.0を契機とした新しいネットの動きをふまえて、次世代の学習環境のイノベーションの行

方を考察する。

シンクタンク・レポート「シリーズ　IT活用の新パラダイム①」

Web2.0以降のラーニング･イノベーション
～「学習者主導型ラーニング」の可能性～１

Learning Innovation beyond Web 2.0   ~Toward “Learner Directed Learning (LDL)”~

A sign of innovation can be seen in learning amid rapid changes of the Internet as symbolized by a keyword,“Web 2.0”.
As shown by the rapid spread of e-learning, a borderless and globalized method of providing learning is developing for the realization
of a learning environment that can be used“anytime, anywhere, and by anybody”. However, most of these are efforts for improved
efficiency in the implementation of learning. Recently the problems of learning using the conventional-type of Internet technology
called“Web1.0”have become clear. Major problems such as insufficient communication interactivity in the learning environment, and
difficulty in the proactive participation of learners, are pointed out. 
As measures to improve them, new Internet technologies and services, which are regarded as being a synonym for Web2.0, are
expected. Actively using Web2.0 such as blogs, Social Networking Services, (SNS) and three dimensional technologies, etc., the
learning environment is improved through spreading the human touch, increasing the interactivity between“those who teach”and
“those who are taught”, and promoting collaborative learning among learners. 
In addition, there is a new horizon for“the methodology to create learning content”by using Web 2.0 technologies and services. There
is a new possibility of anybody being a creator and/or learner of content, going beyond the rigid learning environment of“those who
teach”and“those who are taught”as was the case in the past. Actively using methods such as Wikipedia, which is a representative
of CGM (Consumer Generated Media: user-participation-type media), the possibilities are expanding, such as the joint development of
learning content as“collective intelligence”that can be called LGC (Learner Generated Content: learner-participation-type content), a
virtual learning space in which anybody can be those who teach as represented by the Internet civic cram school, and the Web2.0
style of cooperative learning in which learners can cooperate in learning in a natural manner by actively using blogs and SNS

,
s, etc. 

By the innovation in the Internet technologies called Web2.0 and its future development, the possibility of“Learner Directed
Learning”, which has been considered very important but difficult to implement, will be realized. 
In this article, we will discuss how innovation should be made in the learning environment of the next generation, based on the new
net movement triggered by Web 2.0. 
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過去10年間で、我々の“学び”を大きく変化させた要

因は何であろうか？

経済社会のグローバル化とボーダレス化による知識

（ナレッジ）やノウハウの急速な陳腐化、急激な少子高齢

化の進展、組織と個人の関係変化など、我々の学習ニー

ズから学習のあり方そのものに影響を及ぼす要因は、す

ぐに幾つも思い浮かぶだろう。中でも、最も大きな要因

の一つが「情報技術（IT）の革新」である。

インターネットの普及が始まったのは、ちょうど10年

程前の1990年代後半からであった。ネットの普及があ

る程度進み、PC等の機器の性能が一定レベルに達した

2000年頃から、北米の影響を受けて日本でも「ITを活

用した新たな学習形態」、「eビジネスの次の成長分野」と

してｅラーニングがブームになった。その時点から徐々

にラーニングのパラダイムシフトが始まっていたが、当

時がITバブルの絶頂期と重なり、当初の期待が大きすぎ

たため、期待ほどの劇的な学習効果の向上や市場拡大は

起こらなかった。今から振り返れば、時期尚早だったと

いえる。そのため、一時的には悲観論が出たが、2004-

2005年頃からは現実的な視点で捉えられ、特に企業や

大学においてｅラーニングが浸透している。

しかし、ｅラーニングによってそもそも期待された、

「いつでも、どこでも、だれでも」は、PC中心のｅラー

ニングではポータビリティが高くなく、PCリテラシーの

問題もあるため、十分には実現できていない。そのため、

学習のイノベーションに役立つと期待されたのが、ユビ

キタスネットワーク技術である。

総務省によると、ユビキタスネットワーク

（Ubiquitous Network）とは、ユビキタスネットワーク

技術を活用して、「あらゆる情報機器が広帯域ネットワー

クで結ばれ、誰もがいつでもどこでも安全に情報をやり

取りできる」ことを指している（総務省, 2004）。主要

な技術として、日本が優位性を持つモバイル・光・デバ

イス技術を中核に、ネットワーク関連技術、ソフトウェ

ア・アプリケーション技術、セキュリティ・認証技術、

デバイス技術（端末技術）などがあげられる。

筆者は、ユビキタスネットワークによる“学び”の変

化に注目して、2005年12月に「ユビキタスラーニング

（u-learning）：ユビキタスネットによる新しい学習者中

心の社会へ～」（『UFJ Institute Report Vol.10 No.4』

UFJ総合研究所）の中で、携帯電話・携帯音楽プレイヤ

ー・携帯ゲーム機器など各種モバイル端末の学習利用及

びそれらとPC等でのｅラーニングとの連携などを中心

に、ユビキタスネットワークによる学習（ユビキタスラ

ーニング）についての現状と課題分析を行ない、その後

を展望した。

ユビキタスネットワーク技術はインターネット技術な

どあらゆるネットワークを含んだ非常に広範囲な概念で

ある。それに対して、今回取り上げるWeb2.0は、あく

までインターネットの技術・サービスの進化の視点であ

る。ただし、あらゆるネットワークを対象としたユビキ

タスネットワークの中で、インターネットは中核技術に

は違いない。そして、現在でもｅラーニングはインター

ネットでの実施が中心であり、インターネットに大きな

進化がみられるのであれば、必然的にｅラーニングを活

用した学習に大きな影響を及ぼすと考えられる。

本稿では、Web2.0の概念及び議論をインターネット

の一つの大きな進化の動きと捉え、その観点から今後の

学習環境および学習方法のイノベーションの可能性に焦

点をあてる。まず、Web2.0の概念整理と現状把握を行

ない、次にｅラーニングの課題を探り、Web2.0を活用

した次世代ｅラーニングの試みと課題を包括的に紹介す

る。そして、Web2.0を超えた今後のITを活用した学習

のあり方について検討を加える。

なお、本稿は、IT活用について筆者が新しい視点を提

示する『シリーズ IT活用の新パラダイム』の第1回にあ

たる。次回からは、「安心・安全」、「ものづくり技能継承」

など多様な切り口からIT活用の今後を取り上げる予定で

ある。

1 はじめに
～ラーニング･イノベーションの新潮流
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本章では、Web2.0の登場の背景、概念と特徴、主要

サービスの現状を中心に取り上げる。

（１）Web2.0以前のインターネットの発展と課題

日本政府は、2001年1月に「2005年に世界最先端

のIT国家となる」という当時としては野心的な目標を掲

げてe-Japan戦略を開始した。そして、2001年3月のe-

Japan重点計画と2002年6月のe-Japan重点計画

2002を経て、2003年7月にはe-Japan戦略Ⅱ、8月に

はe-Japan重点計画2003、2004年6月にはe-Japan

重点計画と、矢継ぎ早にIT政策が押し進められた。

総務省の『情報通信白書（平成19年版）』によると、

これらIT政策が功を奏して、日本のインターネット利用

人口は順調に増加し、2006年のインターネット利用推

計人口は8,754万人（対前年比2.6％増）、人口普及率は

62.3％（対前年比6.2％増）に至っている。

前年度と比較して大きく変化した点は、携帯電話・

PHSのみの利用者が大幅に減少し、パソコンと携帯電

話・PHSの両方の利用者が増加したことである。これは、

加入者系光ファイバ網（FTTH）の普及を背景に、テキ

ストや静止画から音声や動画へとコンテンツの大容量化

が進んだためだと考えられる。

ブロードバンド環境の浸透は目覚しく、コストとスピ

ードの両面で日本は世界トップクラスとなった。全国の

総世帯数に占めるブロードバンド利用可能世帯数の割合

を示すブロードバンド世帯カバー率を見ると、2005年

度末と比べて2006年度末には、いずれかのブロードバ

ンドについては94％から95％、超高速ブロードバンド

では80％から84％に増加し、高い水準となっている。

毎年、利用者数・利用比率とも伸びており、普及率と

いう観点から既に一定以上のレベルに達し、競争の激化

で低価格化も進んでいる。

このように、日本はITインフラ環境では既に世界最先

端のレベルに達しており、その利活用に力を入れる局面

にきているが、期待されたほどの活用の拡大と深化には

達していない。インターネット利用者からみた主要分野

における利活用については、情報収集、ショッピング、

コミュニケーション、娯楽・コンテンツ、金融取引の分

野で8割以上が「進んだ」とみているのに対して、医療、

行政、そして教育の分野では3～4割の人が「進んだ」と

はみていない（総務省, 2005）。このように、利活用の

面での課題は数多く残されている。その主な理由は、次

のように考えられる。

ITインフラが整えば自然に利活用面の改善が進むと、

漠然とした期待がされていたが、実際には普及すればす

るほど利用者層が増え、多様なニーズに応えなければな

らなくなる。インターネットが普及した初期の頃は、IT

に詳しい人（ITリテラシーが高い人）が中心だった。し

かし、普及率が急激に高まるにつれて、ITリテラシーが

殆どないか十分でない人が利用する比率が大きくなって

きた。そのため、ユーザビリティを高めないと利用度は

向上しない。

従来のインターネットの世界では、ウェブサイトは政

府や企業などの組織が情報発信手段として利用たり、ウ

ェブサイトを作成できる個人が趣味などを公開するとい

った、情報発信側の一方向的な情報提供の場であった。

ところが、インターネット普及に伴ってITリテラシーが

向上し、自分でも情報発信を手軽に行ないたい個人が増

えてきた。また、利用者が増えたために、必要とするコ

ンテンツの質・量の面で以前と大きな変化が生じてきた。

しかし、それに応じた裾野の広いコンテンツをウェブサ

イト上で発信するためには、企業や一部の個人ではまか

ないきれない。そのため、自分でコンテンツをインター

ネット上に公開したいというニーズが高まってきたので

ある。

従来、ウェブサイト作成においては、基本的にPCの

OSに依存していた。しかし、ASP（アプリケーション

サービスプロバイダー）の普及など、インターネットサ

ービスの多様化と高度化が進み、特定のPCに依存しない

環境が広まってきた。また、PCのOSで殆どのシェアを

握るMicrosoftのあり方について疑問を持つ人も少なく

2 Web2.0概念の誕生と現状
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なかった。そして、Googleなどの登場により、インター

ネットサービスのプラットホームはOSからWeb自体に

移行する動きが生まれた。

このような背景が、Web2.0の潮流を生みだしたので

ある。

（２）Web2.0登場の経緯と特徴

１）Web2.0の誕生

Web2.0（ウェブ・ニーテンゼロ）。2005年、最も注

目されたインターネット関連のキーワードであろう。そ

の影響を受け、「マーケティング2.0」、「モバイル2.0」

など類似の言葉も一つのBuzz Word（はやり言葉）とな

った感がある。

Web2.0とは、過去数年間にネット社会で起きている

変化の総称といえる２。Web2.0は、ソフトウェアのバー

ジョンアップの概念を真似て、インターネットの進化を

バージョン番号の更新で比喩したともいえる。米国に少

し遅れて、日本でも2005年以降のWeb2.0ブームはめ

ざましいものがある（図表1）。

Web2.0とは米国のTim O’Reilly氏が2004年末に提

唱した概念で、“What Is Web 2.0”というレポートの

中でWeb2.0を「次世代ソフトウェアのためのデザイン

パターンとビジネスモデル（Design Patterns and

Business Models for the Next Generation of

Software）」としている。従来のネットサービスを

Web1.0として、それとは異なる新しいネット社会の技

術やサービスの総称として、Web2.0のコンセプトを掲

げたのである。

Tim O’Reilly氏は、Web2.0の特徴として、①プラッ

トホームとしてのウェブ、②集合知の利用、③データは

次世代の「インテル・インサイド」、④ソフトウェア・リ

リースサイクルの終焉、⑤軽量なプログラミングモデル、

⑥単一デバイスの枠を超えたソフトウェア、⑦リッチな

ユーザー経験、という7つをあげている。

また、Web2.0の特徴をわかりやすくするために、

Web1.0とWeb2.0の機能ごとの比較をすると図表2の

ようになる。

さらに、Web2.0企業のコアコンピタンスとしては、

次の7つの項目を提示している。

・パッケージソフトウェアではなく、費用効率が高く、

拡張性のあるサービスを提供する。

・独自性があり、同じものを作ることが難しいデータ

ソースをコントロールする。このデータソースは利

用者が増えるほど、充実していくものでなければな

らない。

図表１　Webの発展

プラットフォーム 

インターネット以前 インターネットサービス 

インターフェース CUI GUI HTML

OS

Ajax + HTML

web

1980年代後半 1990年代前半 1990年代後半 2000年代～ 

・英科学者ティム・バーナ
ーズ・リーが「www（ワー
ルド・ワイド・ウェブ）」を提
案（1989） 

主な出来事（海外） ・最初のウェブサイトが開
設される（1991） 
・クリントン政権のアル・ゴ

ア副大統領が「情報ス
ーパーハイウェイ構想
（NII）」を提案（1993） 

・Windos95（1995） 
・ティム・バーナーズ・リーが
「セマンテックウェブ」を
提唱（1998） 

・米国O’reillyMedia社
CEOティム・オライリーが
ウェブを「Web2.0」を提
唱（2004.09） 

主な出来事（国内） ・Yahoo! JAPANサービス
開始（1996.04） 

・ブログが広まる（2002～） 
・m i x i サービス開 始
（2004.02） 
・ポッドキャスティングが広
まる（2005～） 
・YouTubeが広まる（2006

～） 

出所：各種資料より筆者作成
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・ユーザーを信頼し、共同開発者として扱う。

・集合知を利用する。

・カスタマーセルフサービスを通して、ロングテール

を取り込む。

・単一デバイスの枠を超えたソフトウェアを提供する。

・軽量なユーザーインターフェース、軽量な開発モデ

ル、そして軽量なビジネスモデルを採用する。

Tim O’Reilly氏によれば、「上記の項目を多く満たして

いる企業がWeb2.0企業といえるが、一方で特定の分野

で突出した能力を持っている企業の方がWeb2.0的な企

業だ」としている。

これまでみてきたように、Web2.0は明確で固定的な

概念というよりは、インターネットの世界で起きている

様々な新しい技術やサービスとその動向の総称だという

ことがわかる。

２）重要な特徴

Web2.0の概念は、Webの特徴的な進化を発展プロセ

スの視点から捉えたもので、それほど厳密な定義づけが

あるわけではない。しかし、ネット社会の特徴的な変化

を理解する上で便利な見方であり、また、今後のネット

社会でより大きな変革が期待されるとして、非常に注目

されている。

Web2.0の代表的なサービスとして、ブログ、SNS

（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）、Wikipedia

などの集合知共有サイト、ポッドキャスティング、RSS、

そして高度検索技術・サービスなどがある。

Web2.0と呼ばれる技術・サービスは多様性に富んで

いるが、主な特徴は次の3つである。

第1は、「利便性向上によるコミュニケーション促進」

である。これは、ブログやSNSは従来のウェブサイト

（の掲示版）と大して変わらないと思われるかもしれない

が、実際に使ってみればトラックバックやコミュニティ

機能の強化などにより、継続したコミュニケーションが

促進される工夫が所々に見られることがわかる。また、

Web2.0は特定のOSに依存せず、Webをプラットホー

ムと位置づけていることも、利便性向上に大きく役立っ

ているといえる。

第2は、CGM（Consumer Generated Media）に代

表される「利用者参加」である。『情報通信白書』では、

ブログとSNSをCGMと位置づけている。従来の

Web1.0の世界では、利用者は閲覧中心という受動的な

関わり方であった。ところが、Web2.0によりコミュニ

ケーションが促進され、全ての利用者が容易に情報発信

者になりうる環境が整備されてきた。実際には、内容面

で玉石混淆の感はあるにしても、個人からの情報発信が

爆発的に増えている。

図表２　Web1.0とWeb2.0の比較

DoubleClick 
Ofoto 
Akamai 
MP3.com 
Britannica.com 
個人ウェブサイト 
Evite 
ドメイン名の投機 
ページビュー（PV） 
検索エンジンによる収集・解析 
パブリッシング 
コンテンツ管理システム 
ディレクトリ（分類学） 
個別サイトへの顧客の忠誠度 
 

広告 
写真共有 
コンテンツ配布 
音楽共有 
百科典 
個人ページ 
イベント管理 
ビジネス 
広告費算定法 
コンテンツ連携 
コンテンツ作成 
コンテンツ管理 
コンテンツ分類 
相互関係 

Google AdSence 
Flickr 
Bit Torrent 
Napster 
Wiipedia 
ブログ 
upcoming.org、EVDB 
検索エンジンの最適化（SEO） 
クリックレート（CPC） 
Webサービス 
参加 
Wiki 
タグ付け（人々による分類） 
サイトの垣根を超えた連携 

機能 Web1.0的 Web2.0的 

出所：O’Reilly, Tim（2005/11/02）「Web 2.0：次世代ソフトウェアのデザインパターンとビジネスモデル（前編）」
（http://japan.cnet.com/column/web20/story/0,2000055933,20090039,00.htm）
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第3は、「リッチなユーザー体験」である。前述の「利

便性向上によるコミュニケーション促進」と「利用者参

加」が急速に進展しているのに加えて、IT環境の改善が

進み、またビジネスチャンスの拡大が見込めるとあって、

動画、3Dコンテンツ、Ajaxを用いた地図検索など、多

様で高度な技術・サービスが急増している。動画では

YouTube等の利用が2005年頃から急拡大している。さ

らに、ネットで3D世界を体験し、様々なビジネスチャン

スが期待されるセカンドライフの認知度が急速に上がっ

ている。

また、総務省の『情報通信白書 平成19年版』では、X

軸に「誰が主役か（個人vs企業）」、Y軸に「オープン志

向・双方向的か否か」を設定して、各種サービスを分

類・マッピングしている。そこでは、新たなトレンドと

して、①CGMの普及、②協働型ビジネスの増加、③情報

流通のフラット化をあげている（図表3）。

これらの新しい動きは、相互刺激を続けながら、ネッ

トを活用する様々な社会環境に大きな影響を及ぼしてい

くと考えられる。

（３）主なサービスと事例

Web2.0の主要な技術・サービスとしては、「ブログ」、

「SNS」、「集合知・共有サイト」、「ポッドキャスティン

グ」、「仮想世界（バーチャル・ワールド）」、「高度検索技

術・サービス」、「RSS」がある。それらの概要と特徴を

整理すると、図表4のとおりとなる。

次に、主なサービスの状況を整理する。

１）ブログ及びSNS

Web2.0の中で、「利用者参加」を促進し、最も広く使

われているサービスは、ブログとSNSである。

インターネット初期から最も普及しているのがウェブ

サイトのサービスであるが、これが特定の情報発信者・

組織からの発信内容を不特定多数の人が閲覧利用するパ

ターンであるのに対して、ブログやSNSは誰でも簡単に

発信者になりうることが大きなポイントであった。また、

SNSはネット上でのコミュニティ形成を飛躍的に容易に

し、さらに様々なビジネスチャンスに活かせるという期

待から、個人のみならず企業がビジネス展開の場として

活用を進めている。それが、新たな利用者を生むといっ

たサイクルが発生しているのである。

総務省の『情報通信白書』によると、2006年3月末

時点でブログ登録者数は868万人と前年同期の335万人

から約2.6倍に増加し、SNS登録者数は716万人と前年

同期の111万人から約6.5倍と飛躍的に伸びている（図

表5）。

①企業での活用状況と目的

企業の利用状況について、従業員規模別のデータを

図表３　Web2.0の新しいトレンド

出所：総務省（2007.08）『情報通信白書 平成19年版』p157
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『インターネット白書2007』の調査結果から紹介する。

企業のウェブサイトにおけるブログの開設状況は、全

体で13.8%、開設意向をもつ企業は18.9%である。従

業員規模別にみると、9人以下で導入率が27.0%、10-

49人で導入率が20.0%など、小規規模な企業で積極的

に利用されている（図表6）。

また、企業のウェブサイトにおけるSNS開設状況は、

全体で5.3%が開設しており、利用意向があるのは8.5%

である。企業規模が大きいほど開設率、利用意向も高い

傾向にある。利用目的では「既存顧客の囲い込み」が最

図表４　Web2.0の主な技術・サービスの概要と特徴

文章や写真などを日記風につづったウェ
ブサイトの総称。 
トラックバック機能により、他のブログ
の記事と連携できる。 

・テキストなどを書き込むと、時系列に記事が生成される。 
・トラックバック：他のブログへリンクを張って記事を書く
際に、参照先のブログに記事の要約を通知するしくみ。 

・RSSフィードを利用して、更新した記事の要約を自動で配
信できる。 

ブログ 

人と人との繋がりを重視し、ウェブ上で
人間関係を構築することを目的としたサ
ービスの総称。 
参加者からの招待を必要とする会員制サ
ービスが多い。 

・日記やプロフィールの公開、SNS内でのメッセージの交換、
承認制コミュニティなどの機能がある。 

・RSSフィードを利用して、更新情報の要約を自動で配信で
きる。 

SNS（ソーシャル・ 
ネットワーキング・ 
サービス） 

利用者同士が情報を持ち寄り、共有する
ウェブサイトの総称。 
一人ひとりの知識の集積が専門家の知識
を凌ぐことがあり、集合知と呼ばれる。 

・Wiki：ウェブブラウザを通して、簡単にウェブページの作成・
編集などを行うシステム。複数人が共同してコンテンツを
生成できる（Wikipediaなど）。 

・ソーシャル・ブックマーク：ウェブ上にブックマークを保
存し、共有できるサービス（はてなブックマークなど）。 

・動画共有サイト：創作した動画の発表・共有の場（Youtube、
ニコニコ動画など）。 

集合知・共有サイト 

ウェブ上にある音声・動画コンテンツを、
iPodなどのポータブルミュージックプレ
イヤーにダウンロードして視聴すること。 

・コンテンツをローカルのハードディスクにダウンロードす
ることにより、場所を選ばずに視聴できる。また、FMラジ
オ局では電波の届かない地域にも配信できる。 

・RSSフィードを利用して、新着コンテンツを自動配信できる。 
・個人での配信が容易。 

ポッドキャスティング 

ウェブ上の3D仮想空間で展開される世界
の総称。 

・セカンドライフ：米リンデンラボ社が2003年からサービス
を提供しているウェブ上の3D仮想世界（日本語版は2007年
7月～）。利用者はアバターと呼ばれる分身を通して、他の
アバターと交流したり、土地や創作物を売買したりできる。
また、内蔵のコンテンツクリエーションツールを使って3D
コンテンツを作成できる。 

仮想世界 
（バーチャル・ 
ワールド） 

主なサービス 

ウェブ上の検索対象がテキストからイメ
ージ、ブログ、ニュース、地図、書籍な
どに拡大している。 
また、検索技術そのものが高度化し、操
作性が向上したり、マッシュアップによ
る多彩なサービスが提供されたりしている。 

・タグ：ウェブ上の様々な情報に対し、利用者がタグと呼ば
れるキーワードをつけて分類・整理すること。タグの概念
により、写真などのイメージ検索が可能になった。 

・Ajax：ページを更新しないで、サーバー上の最新データを
ページに反映させるしくみ。（グーグル・マップでは、地
図上をドラッグすると、隣接する地域が連続して表示される。
また、グーグル検索では、検索キーワードを一文字入力す
るごとに、その語句を推測して候補が表示される。） 

・マッシュアップ：公開されたAPIを利用して、外部のプログ
ラムからウェブページや書籍を検索したり、提供された地
図データの上に新しいサービスを付与してユーザーに提供
すること。 

高度検索技術・ 
サービス 

ブログやニュースサイトなどの更新情報
をプッシュ型で効率的に配信するしくみ。 

・RSSフィード：ウェブサイトの更新情報を要約して配信す
る文書フォーマット。 

・RSSリーダー：登録したウェブサイトを巡回してRSS/ 
Atom形式の更新情報を受信し、記事の要約とリンクを一覧
表示するソフトウェア。 

RSS

汎用的な技術 

概　要 特　徴 

出所：各種資料より筆者作成
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も高く、「市場調査・リサーチ」や「社外との情報交換」

といった目的が続いている（図表7）。

企業におけるブログ及びSNSの利用目的については、

総務省の『情報通信白書 平成18年版』によると、「広報

など企業イメージの向上（11.9%）」、「社内のコミュニ

ケーション、ナレッジマネジメント（9.3%）」、「販売促

進（9.0％）」、「顧客の囲い込み（4.9％）」、「顧客満足、

商品の評判の調査（4.7％）」の順に多い。

また、SNS利用者の登録・公開情報を利用し、利用者

の趣味やニーズに応じた広告を表示するなど、マーケテ

ィング面で活用されている。

図表５　ブログ及びSNSの登録者数の推移

出所：総務省（2006.07）『情報通信白書 平成18年版』

図表６　ウェブサイトにおけるブログ開設有無（従業員規模別）

出所：インターネット協会（2007.07）『インターネット白書2007』インプレスR&D
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②企業での活用例

大企業は社内コミュニケーションやナレッジマネジメ

ントを目的とし、IT系企業などはマーケティングツール

として活用する例がみられる。

例えば、日立製作所ではブログを情報共有ツールとし

てイントラネット内で活用している（総務省2005.12）。

社内ブログのメリットは、①個々の社員がブログを書く

ことにより、社員のもつ知識、ノウハウ、気づき等の暗

黙知を共有できる、②ブログを通じて特定のスキルや知

識をもつ社員へアクセスできる（Know-Who効果）、③

ブログを活用して、メールの同報通知（CC）や大容量の

添付ファイルを送信する際のメールサーバの負荷を軽減、

図表７　SNSの開設状況（従業員規模別）

出所：インターネット協会（2007.07）『インターネット白書2007』インプレスR&D

図表８　企業のブログ及びSNSの利用目的

出所：「企業のICTネットワーク利用状況調査」
出所：総務省（2006.07）『情報通信白書平成18年版』
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④更新情報をRSSで公開し、収集の効率化と通知の徹底

をはかる、⑤グループウェア等に比べデータが軽いため、

携帯電話やPDA等で閲覧・更新ができる、等である。

これまでメールやExcelファイル等で行われていた報

告書業務や社員ブログ以外の重要なイントラサイトをブ

ログ化し、更新情報の通知の徹底をはかっている。社内

におけるブログ文化の普及・活性化には、閲覧した人に

積極的にコメントを書くよう求めたり、部内の推進者を

任命して記事やコメントを書くよう求めたりしている。

また、ブログを業務専用ツールとするのではなく、意見

交換やコミュニティの場としても活用するために、カテ

ゴリーに「ノースモーキングルーム」「フリーディスカッ

ション」等を設けて業務以外の情報を書きやすくしてい

る。さらに、先に述べた以外にも、社内ブログをプロジ

ェクトの掲示板として活用し、会議時間を短縮しつつも、

円滑なコミュニケーションを実現している。

朝日新聞（2007年7月4日朝刊）によると、NTTデ

ータでは2006年4月から社内SNSを導入している。社

員約8,300人のうち約5,600人が参加し、開始から約1

年でコミュニティの数は700件を超えている。

また、ブログやSNSをマーケティングツールとして使

う例は多いが、次のようなユニークな利用方法もある。

日経産業新聞（2007年4月6日朝刊）によると、株式会

社SICは2007年4月から看護師、医療機関、看護学校を

つなぐSNSサイト「メディケーションスクエア

（http://ms-kango.jp/）」を開設している。メディケー

ションスクエアは、医療機関などで看護師の不足感が強

まっていることを背景に、出産や育児などでいったん退

職した元看護師や看護学校の在校生の就職・復職支援を

目的として運営されている。

２）集合知・共有サイト

利用者同士が情報を持ち寄り（集合知）、共有するサー

ビスとして最初に思い浮かぶのは、Wikiである。Wikiは、

ウェブブラウザを通して、簡単にウェブページの作成・

編集などを行うシステムのことで、代表的なサービスと

して世界最大のWikipediaがある。Wikipediaはオープン

コンテンツの百科事典で、世界253言語で執筆されてお

り、英語版で約160万件近く、英語以外の言語で450万

件以上（いずれも2007年1月時点）がある。日本語項

目は、既に40万件を超えている（2007年8月時点）。

利用者数は、英語版で1,400万人以上、日本語版で700

万人という（2006年3月時点）。

また、ウェブ上にブックマークを保存し、共有できる

サービスであるソーシャル・ブックマークも普及してい

る。日本での代表的なものとして、はてなブックマーク

などがある。

情報共有サイトは以前から様々なサービスがあるが、

最近話題になっているのは動画共有サイトである。これ

は、ネット上で創作した動画の発表・共有を行なうポータ

ルで、YouTube、ニコニコ動画などがある。日本の通信

環境のブロードバンド化がめざましく進展したことによ

り、このようなサービスの利用が可能になったのである。

YouTubeでは、一日に35,000の動画が投稿され、

2007年5月までに8,000万の動画がサイト上にあると

いわれている。その全てを無料で視聴でき、さらに日本

図表９　日本における「YouTube」（youtube.com）利用者数、

ページビュー数の推移（家庭のパソコンからのアクセス）

出典：ネットレイティングス報道資料より作成
出所：総務省（2007.08）『情報通信白書 平成19年版』
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語でも検索できるため、利用者が急増している。『情報通

信白書 平成19年版』によると、2005年12月のサイト

開設からわずか14ヵ月の間に日本での利用者が1,000

万人を超えている（図表9）。

これは、ネットレイティングス社が2000年に視聴率

調査を開始してから利用者1,000万人に到達した最速記

録だという（図表10）。

「YouTube」は登録すれば誰でも簡単に動画を投稿で

きるので、個人が自主制作した動画を一般に公開できる。

投稿された動画は利用者によってレイティングされ、ブ

ログなどを通じて口コミで広まっている。最近では、企

業が新製品のプロモーションをしたり、映画配給会社が

予告編を上映したりして、社会的にも存在感は高まりつ

つある。ただ一方で、著作権侵害の動画掲載が後を絶た

ないなど、ネット社会特有の問題も抱えている。

３）ポッドキャスティング

ウェブ上にある音声・動画コンテンツを、アップル社

のiPodなどの携帯音楽プレーヤーにダウンロードして視

聴するのが、ポッドキャスティング（Podcasting）で

ある。

アップルではこれまでに1億台のiPodを販売し、

iTunes Store（2006年9月に名称変更）のダウンロー

ド総数は25億曲といわれている。また、ポッドキャスト

の数は10万局といわれているが、そのうち教育向けコン

テンツは約7,000局である（2007年7月時点）。

2005年10月に行われたgooリサーチによると、ポッ

ドキャスティングで現在視聴している番組のトップは、

やはり「音楽番組（60.0%）」であった。次いで、「トー

ク番組・バラエティ番組（41.3%）」、「ニュース・経済

番組（24.0%）」、「語学講座・専門学習講座（16.0%）」

の順になっている。

ここで注目したいのは、「語学講座・専門学習講座」で

ある。今後の利用意向者数が現在の利用者数の2倍以上

と、潜在的に大きな需要があることがわかる。

４）仮想世界（バーチャル・ワールド）

仮想世界（バーチャル・ワールド）３は、アバター

（Avatar）と呼ばれる自分の分身となるキャラクターを

使ったコンピュータ上のコミュニティという観点でみれ

ば、意外にも昔から存在している。例えば、インターネ

ットが普及する以前のパソコン通信の時代である1990

年には、パソコン通信NIFTY-SERVE（現在のニフティ）

でアバターを使ったビジュアルチャット「富士通

Habitat」などがあった。インターネット普及以降も、

アバター等を使った仮想世界のサービスには様々なもの

があったが、普及は限定的なものであった。ところが、

Web2.0の登場により、ネット上の仮想世界に大きな変

化が起きている。

Web2.0のサービスの中で、とりわけWeb1.0の世界

図表10 主要サイトの1000万人到達までの所要月数（家庭のPCからのアクセス）

注：上記サイト中には複数のドメインで運営されているウェブサイトもあるが、日本語サービスを提供する主ドメインを対象とした。
出所：ネットレイティングス社 プレスリリース（2007/03/22）

（http://www.netratings.co.jp/New_news/News03222007.htm）
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と大きく異なるのが、ウェブ上の3D仮想空間で展開され

る世界「セカンドライフ（Second Life）」である。

これは、米リンデンラボ社が2003年からサービスを

提供しているウェブ上の3D仮想世界である。また、イン

ターネット上に存在するオープンソース化された3次元

空間「メタバース（Metaverse）」とも呼ばれている。

利用者は、アバターと呼ばれるバーチャルな分身を通

して、他のアバターと交流したり、土地や衣服などの創

作物を仮想通貨「リンデンドル」で売買し、3D仮想世界

での“生活”を疑似体験（シミュレーション）できる。

セカンドライフ内の経済活動は一日あたり3千万米ドル

（1米ドル＝267リンデンドル換算）にのぼるという。利

用者は、オンラインゲーム感覚での利用と、ビジネスや

教育目的での利用とに大きく分かれる。

セカンドライフの大きな特徴の一つは、内蔵のコンテ

ンツクリエーションツールを使って3Dコンテンツを作成

できることである。セカンドライフ内のコンテンツのほ

とんどはユーザーが作成しており、独自の世界が増殖さ

れているともいえる。3Dコンテンツには重力が働き、素

材によって異なる物理作用をもたせることが可能である。

日本語版（β版）のサービス開始は、2007年7月か

らである。日本のセカンドライフへの登録者数は、

2006年後半以降急増しているが、実際の登録者数は

2007年7月時点で数千人規模である。約7割が男性で平

均年齢は30代半ばである。セカンドライフの利用目的と

しては、「創作」「探索」「買う」「売る」「出会い」「グル

ープ」などの順に高いという。

ただし、セカンドライフを利用するには、比較的スペ

ックが高いPCが必要であり、話題性につられて一旦登録

をしてみたものの、何をして良いかはっきりせず休眠し

てしまうユーザーが多いという指摘もある。マスコミで

頻繁に取り上げられることもあり、自動車製造会社や小

売業が広告・マーケティングのために仮想ショールーム

を設置するなどの話は多いが、個人ユーザーの利用が今

後どの程度伸びるかは未知数の部分がある。

セカンドライフはWeb2.0の中でも最先端のサービス

であり、中長期的には今後の成長が期待される。

以上、Web2.0の代表的なサービスの状況を概観して

きた。このほか、技術的側面については、Googleに代表

される高度検索技術、ブログ・SNS・ポッドキャスティ

ングなどで幅広く利用されているRSS技術などある。

図表11 ポッドキャスティングで現在視聴している番組、今後視聴してみたい番組（n=75）

出所：gooリサーチ（2005/10/24）『ポッドキャスティングに関する利用実態調査』
（http://research.goo.ne.jp/Result/0510cl04/01.html）
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（４）Web2.0：もう一つの“現実”

これまでWeb2.0の各種サービスの利用が急激に増え

ている様子をみてきた。ただ、利用が今後も拡大してい

くのか、それとも一種のブームとして失速していくのか

については、見極めがつかないものも少なくない。例え

ば、SNSのサービスの登録者数は増え続けているが、一

方で乱立した状態であり、休眠登録者の比率が増えてい

るという指摘もある。前述のとおり、セカンドライフも

似たような状況にある。

今後の成長のためには、個人だけでなく企業がビジネ

スモデルを構築できるかが重要である。例えば、ポッド

キャスティングやYouTubeなどを広告宣伝に利用してい

る企業は多いが、基本的に無料サービスということもあ

り、それだけで採算を取ることは困難である。

『インターネット白書2007』によると、企業における

ウェブサイトの企画および制作・運用・管理、およびオ

ンラインマーケティング担当者を調査対象にしたアンケ

ートでは、情報共有やコラボレーションのためのウェブ

サイト利用に関して、全体の54%が「会社の収益を増や

す機会である」としている。しかし、Web2.0への取り

組みについては、半数以上が「利用予定はない」として

いる。社内ブログ・Wiki やオンラインコミュニティなど

には最も積極的ではあるが、利用中と利用計画中を合わ

せても3割程度にとどまっている（図表12）。

Web2.0への取り組みに対しての障害・課題では、「わ

からない」が26.2%と最も高く、次いで「経営陣の理解」

22.6%、「ITスタッフの技術や能力」22.1%、「新技術

に対する投資資源」20.9%であった（図表13）。

Web2.0は注目を集めているものの、その実効性につ

いては疑問視する見方も少なくなく、経営陣の理解を得

るのにハードルが高いのが現状のようである。

他にも類似の調査結果がある。例えば、2006年8月

に実施されたgooリサーチ「企業内コミュニケーション

に関する調査」（NTTレゾナントと三菱総合研究所の共同

自主研究。ビジネスモニター2,133人が対象）では、社

内で利用するITツール（複数回答）として、電子メール

（77%）、イントラネット（49%）だが、社内ブログは

4%、社内SNSは3%に過ぎなかった。

社内SNSの利用希望は25%あるが、「使いたいと思わ

ない」（35%）、「どんなものかわからない」（37%）で

図表12 Web2.0への取り組み状況

出所：インターネット協会（2007.07）『インターネット白書2007』インプレスR&D p145
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あった。利用希望者の目的（複数回答）としては、最大

が「業務知識やノウハウの習得」（68%）で、次いで

「同じ職種や関心を持つ人との情報交換」、「知り合いを増

やす」などであった。

これまでみてきたように、Web2.0の技術・サービス

は、インターネット上で急速に普及しているが、一方で

有用性やビジネス性の面で不安な点も残されている。

GoogleやAmazonなど幾つかの優良企業の例外は除い

て、Web2.0のサービス自体で十分な収益を上げている

企業はきわめて限られている。また、収益を上げている

企業も、多くは広告収入に頼っているのが現状である。

これは、Web2.0の無料サービスモデルの限界ではない

かという指摘もある。

しかし、Web1.0時代の最初であるインターネット勃

興期を振り返って見ると、インターネットの普及やeビジ

ネスの成長に懐疑的な意見は少なくなかったが、現在で

は完全に社会に定着している。Web2.0もあくまでイン

ターネットの発展段階の一プロセスと捉えて、マスコミ

等の報道を鵜呑みにせず、今後の動向を客観的に見てい

く必要がある。

本章では、日本におけるｅラーニングの発展の経緯と

現状を分析し、次のステップに向かうための課題につい

て取り上げる。

（１）ｅラーニングの普及と定着

１）企業から大学まで拡がりをみせるｅラーニング

ｅラーニングとは、文字通り「IT活用による人材育成」

である。ｅラーニング先進国である北米の影響を受けて、

日本でｅラーニングの最初のブームが起きたのは2000

年頃である。その後、一旦停滞時期もあったが、社会全

体の情報化の進展や教育研修におけるIT活用ニーズの高

まりを受けて、企業内教育や高等教育で広く活用されて

いる。

筆者は国際機関の事務局に出向していた1993年頃か

ら、人材育成の国際協力手段として遠隔学習（現在のｅ

ラーニング）の調査研究や国際協力事業を推進しており、

ｅラーニングの誕生と発展に関わってきた。1990年代

後半のインターネット勃興期の頃と比べると、毀誉褒貶

はあれ、ｅラーニングは格段に成長してきたとみている。

また、日本におけるｅラーニング動向の最も包括的な調

査研究成果『ｅラーニング白書』（経済産業省編）の執筆

図表13 Web2.0への取り組みに対しての障害・課題

出所：インターネット協会（2007.07）『インターネット白書2007』インプレスR&D p145

3 ｅラーニングのこれまでの発展と課題
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なども、2004年度調査から毎年担当してきた。そして、

『ｅラーニング白書2005/2006』では、日本における

ｅラーニング登場の2000年から2004年までの最初の

5年間を「黎明期」、2005年から次の5年間を「発展期」

と名付けた４。なお、この「発展期」がインターネットの

世界におけるWeb2.0概念の登場と時期を同じくしてい

る点は、注目に値する。

ｅラーニングが最も普及しているのは、企業内教育で

ある。『ｅラーニング白書2007/2008』（経済産業省編）

でのアンケート調査によると、従業員5,000人以上の企

業で8割以上の企業がｅラーニングを導入している。回

答企業全体の約55％が導入しており、導入を検討してい

る企業が約14％にのぼる。業種別の導入率でみると、情

報サービス等情報通信業が8割と最も普及しているが、

製造業やサービス業など他の業種でも5割以上となって

おり、産業全体にひろがっていることがわかる。

また、企業でｅラーニングが導入されている分野も、

多岐にわたっている。ｅラーニングを会社で利用してい

る約900人の回答を得たアンケート調査の結果は次の通

りである。ｅラーニングが導入されている分野は、「IT・

コンピュータ」、「社会通念」、「自社商品知識・社内規定」、

「ビジネス」、「経営管理」など幅広い。また、現在導入率

が低くても、今後の利用意向が高い分野が多いことが注

目される（図表14）。

高等教育では、国立大学の独立行政法人化や少子化が

顕在化し、生き残り競争のために多くの大学でｅラーニ

ングが取り入れられている。メディア教育開発センター

（NIME）の調査によると、回答機関の7割以上が何らか

の形でｅラーニングを導入している。また、インターネ

ットでほぼ全ての単位が取れるインターネット大学が幾

図表14 ｅラーニングが導入されている分野、今後導入して欲しい分野

出所：経済産業省編（2007.08）『ｅラーニング白書 2007/2008年版』
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つか誕生している。

ｅラーニングが登場した当初は、個人向けのBtoC市場

の拡大が期待された。しかし、実際に主流は法人向けの

BtoB市場であり、BtoC市場はなかなか立ち上がらなか

った。そして、ブロードバンドの急速な普及やｅラーニ

ングの認知度向上により、2005-2006年頃からようや

くBtoC市場が徐々に活発になりつつある。

２）企業での活用方法と内容

ｅラーニング導入企業では、ｅラーニングと集合教育

を融合して実施する「ブレンディッドラーニング」が一

般化しており、ｅラーニングを特別視せず、あくまで

「人材育成システムの一部」としてみなす企業が増えてい

る。

さらに、様々な面でｅラーニングシステムの技術革新

が進んでいる。利用ツール面では、利用者の利便性を高

めるために、PCに加えてモバイル機器の併用によるユビ

キタス学習環境への取り組みから、同期・非同期の融合

型利用による業務支援面の強化で学習と日常業務を一体

化させる試みが進んでいる。

①ｅラーニング導入方法の分類

企業のｅラーニング導入方法について、過去3年間に

おける『ｅラーニング白書』での包括的な企業調査と数

十件にのぼる企業事例研究から、研修内容と期待される

付加価値から判断して、次のタイプA～Dの4タイプに分

類できる（図表15）。

「タイプA：汎用的知識」は、研修におけるｅラーニン

グ活用度が高く、全てオンラインで実施している場合が

多い。1回のｅラーニング受講者数が非常に多いのはこ

のタイプである。このタイプは既製コンテンツが多く、

運営管理もパターン化されていてアウトソースを利用し

やすく、実施企業が最も多い。そのため、ｅラーニング

導入初期の企業はこのタイプから始める場合が多い。ま

た、全社一斉教育の敷居が高い場合は、PCスキルが高く

ｅラーニング利用への抵抗感が低いと思われる若手社員

図表15 ｅラーニング導入分類：内容と付加価値

出所：大嶋淳俊（2007.3）「ｅラーニング活用企業の現状と今後 ～導入企業と先進事例から見たIT支援型人材育
成の新しい動き～ 」『人材教育 2007年３月号』／ 大嶋淳俊（2007）「連載：“ｅラーニング”で変革する
人材マネジメント（第10回）」（http://granaile.jp/column/rev-index.html ）
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や内定者を対象とした汎用的知識研修から導入している。

しかし、このタイプで満足してしまっている企業は少

なくない。これはｅラーニングの特長を引き出したアプ

ローチだが、知識を広く広めるというレベルに留まって

おり、最低限の活用といえる。ｅラーニングの活用方法

といえば、これしか思いつかない企業の担当者もいる。

意欲的な企業は、これをｅラーニング導入の試金石と捉

え、その課題抽出と運用方法への理解を深めた上で、次

のタイプB・C・Dに進んでいる。

「タイプB：階層別・職種別の知識・スキル」は、階層

別研修や職種別研修の補完手法としてｅラーニングを利

用するものである。事前学習や事後学習として、知識習

得・確認にｅラーニングを利用して研修の重要部分は集

合研修で行う、基本的なブレンディッド型研修の場合が

多い。また、IT技術者研修など特定の職種対象の場合に

ｅラーニング活用度が高くなる場合もある。

このタイプの場合も既製コンテンツはあるが、自社の

独自性が高い研修内容は新たにコンテンツを開発してい

る。以前はｅラーニングベンダへの外注が大半であった

が、最近ではコンテンツ作成が容易になり、内製化が進

んでいる。

「タイプC：専門的技能継承」は事例としてまだ少ない

が、「2007年問題」の団塊世代の大量退職を受けて増加

傾向にある。専門的技能はOJTでないと教えられないと

いわれていたが、専門的技能習得の反復学習にｅラーニ

ングは適していると認知されている。例えば、高度専門

技能者の作業過程を動画撮影して関連情報を統合し、若

手社員向けのデジタル教材として以前から原子力や重化

学系の企業で利用されている。最近では、このようなデ

ジタル教材を作成する専用の機材が開発されており、実

施が容易になっている。

「タイプD：経営スキル向上」は事例としては少なく、

また4つのタイプの中でｅラーニング活用度が最も低い。

高度なマネジメントスキルの習得は集合研修が基本とな

るが、幹部候補生育成の一部の科目で知識補強に導入さ

れている。また、グループ学習の一環として、経営シミ

ュレーション教材を利用する場合もある。日本では少な

いが、欧米や韓国などのグローバル企業では、マネージ

ャーのグローバルな育成のためにｅラーニングを積極的

に組み込んで研修を実施する例もある。

なお、企業によっては複数の導入形態を同時に実施し

ているところが多く、どれかのタイプ1つに属するとい

うわけではない。ｅラーニングを積極的に活用しながら、

高度な人材育成活動を行なっている企業ほど、複数のタ

イプを使いこなしている。

②多様な活用がされるｅラーニングシステム

上記のとおり、様々な教育研修目的のためにｅラーニ

ングが活用されている。そして、単なる教育研修目的だ

けでなく、ITシステムの特徴を活かした協働のためのコ

ミュニケーション・システムとしての機能も果たしてい

る。例えば、ｅラーニング導入企業におけるｅラーニン

グ（システム）を応用した活用方法としては、「社内コミ

ュニケーションで活用（9.0%）」「社内の遠隔会議で活

用（14.6%）」を合わせると、「日常業務の支援システム

として活用（22.5%）」を上回っており、ｅラーニング

（システム）が社内のコミュニケーション手段として活用

されていることがわかる（図表16）。

３）学習者の視点

ｅラーニングが普及・発展するにつれて、学習者であ

る個人のｅラーニングに対する見方も変わってきている。

ｅラーニング利用経験者 約1,000人のうち、会社での

利用者の7割以上が、個人での利用者（費用を自己負担）

は8割以上がｅラーニングの効果を認めている（図表

17）。

自分の学習費におけるｅラーニングの割合について過

去2年間の調査結果を比較すると、ｅラーニングを増や

したいと考えているのが37.8％（前年度比5.2％増）、

現状維持が約5割、減らしたいとするのは5％にも満たな

い（図表18）。

今後のｅラーニングの利用希望状況についてみると、

利用希望は約半数で、利用希望しない回答者（17.8％）

の2.8倍近く達している。
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また、会社での経験者と個人での経験者で別々にみる

と、会社での経験者の約5割、個人での経験者の約7割が

利用希望を持っている（図表19）。ここで注目されるの

は、学習費用を自己負担している個人の方がｅラーニン

グの利用意向が強い点である。これは、個人での経験者

は費用を自己負担して取り組んでおり、モチベーション

の問題を自ら克服して十分な成果をあげているため、さ

らに利用を続けたいのだと推測される。

一般的に、企業における社内研修の方法としては、

OJTや集合研修が最も効果的な方法と思われている。し

かし、学習者の社内研修の方法に対する満足度について

回答をみると、集合・教室型、OJT、テキスト教材など

他の方法より「ウェブを利用したｅラーニング」の満足

度が最も高いという結果が出ている（図表20）。数年前

では考えられなかった結果が、ｅラーニングの浸透によ

りあらわれている。社内研修の方法に対するステレオタ

図表16 eラーニング（システム）を応用した活用方法（MA）

出所：経済産業省編（2007.08）『ｅラーニング白書 2007/2008年版』

図表17 ｅラーニングによる学習効果の比較：会社受講と個人受講（SA）

出所：経済産業省編（2007.08）『ｅラーニング白書 2007/2008年版』
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イプな考え方を改めて、学習者にとって本当に望まれ、

モチベーションが維持でき、効果が上がる方法は何かを

考える必要がある。

このように学習者から見て、ｅラーニングは比較的肯

定的な評価を受けていることがわかる。

（２）ｅラーニングの問題点

１）古くて新しい問題

2000年頃からの日本のｅラーニングブームが一旦萎

んだ2002年～2003年頃、ｅラーニングへの批判とし

ては、「コンテンツが電子紙芝居みたいで面白くない」、

「自分でコンテンツ作成するのがむずかしい」、「システム

導入費やコンテンツ作成費が高い」、「運営側から見て、

運営が複雑・煩雑である」など多々あった。特に象徴的

な批判は、「ｅラーニングのキャッチフレーズは“いつで

も、どこでも学習できる”だが、実際には、移動には重

たいPCが必要で、LANがないとまともな学習ができな

図表18 自己負担学習費に占めるｅラーニングの割合（SA）【2カ年比較】

出所：経済産業省監修（2006.07）『ｅラーニング白書 2006/2007年版』及び経済産業省編（2007.08）『ｅラーニング白書
2007/2008年版』から筆者作成

図表19 今後のｅラーニング利用希望状況（SA）

出所：経済産業省編（2007.08）『ｅラーニング白書 2007/2008年版』
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い５」であった。

しかし、その後はブロードバンド回線や無線LANの普

及、PC等の機器のスペックの飛躍的向上などインフラが

大幅に改善されると共に、ｅラーニングのコンテンツや

運用面で改善が取り組まれた。

コンテンツ面については、オーサリングツールの発達

により簡易コンテンツの作成は自分でできるようになり、

通信環境や利用目的に応じて映像・音声・テキストのバ

ランスを考えたコンテンツ作成が一般的となっている。

運営面については、ｅラーニングビジネスの競争激化

で低価格化が進み、運営の煩雑さはLMS（学習管理シス

テム）の改良やASPサービスの普及で容易になっている。

また、以前はインターネットやPCで学習すること自体

に拒否反応を示す中高年社員の抵抗が強いという話もあ

ったが、企業におけるIT化が急速に進んで企業人のITリテ

ラシーは格段に高まり、また社員に占める「ネット世代」

の増加に伴い、拒否反応は年々薄れていくと予想される。

しかし、改善が取り組まれているとはいえ、「古くて新

しい根本的な問題」は残っている。ここでは、『ｅラーニ

ング白書』の中で、ｅラーニングの問題点や不満につい

て述べた点を抽出して、その問題点を具体的に紹介する。

①ｅラーニングのデメリット

ｅラーニングを用いた研修のデメリットとして、全体

としては、①「受講継続のモチベーションの維持が困難

（33.1%）」、②「講師や他の受講生とのインタラクティ

ブ性が少ないため、研修自体を淡泊に感じる（29.4%）」

が理由の上位に挙げられている（図表21）。

利用者別にみると、①に対して「個人での経験者（費

用を個人で負担している人）」は38.3%と全体よりもや

や高く、一方、「会社での経験者」は31.9%であった。

これは、会社でのｅラーニング研修が義務づけられてい

たり、集合研修とのブレンディングで行われたりするた

め、モチベーションを維持する一助となったと思われる。

また、②に対して「個人での経験者」は23.9%である

のに対し、「会社での経験者」は30.6%と高めであった。

これは、会社での研修に対して、先の「義務づけられて

いる」という意識が働いていることや、個人での学習経

験者が費用負担をして受講する場合、明確な目的意識を

もとに自分にとって有意義な学習コンテンツを選択して

いるためだと考えられる。

図表20 社内研修についての満足度（SA）

出所：経済産業省編（2007.08）『ｅラーニング白書 2007/2008年版』
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図表21 ｅラーニングを用いた研修のデメリット（MA）

出所：経済産業省編（2007.08）『ｅラーニング白書 2007/2008年版』

図表22 会社が提供している研修以外でのｅラーニングの利用を希望しない理由（MA）

出所：経済産業省編（2007.08）『ｅラーニング白書 2007/2008年版』
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②ｅラーニングの利用を希望しない理由

会社が提供している研修以外でのｅラーニングの利用

を希望しない理由として、「学習継続のモチベーションの

維持が困難（34.5%）」に次いで「コンテンツがつまら

ない（32.7%）」が挙げられる（図表22）。「コンテンツ

がつまらない」には、コンテンツの不足感やアップデー

トがされていない、実践的ではないなどの問題があると

考えられる。

③ｅラーニングを用いた研修に対する不満

ｅラーニングを用いた研修への不満な点について、過

去2カ年にわたり抽出したところ、その2カ年とも「講師

とのやりとり（質問に対する回答など）」、「学習結果に対

する事後対応（新たな学習指導、人事や上司からのアド

バイス等）」、「他の受講者との交流・受講状況や結果の共

有」が上位3項目で、いずれも4割に近くに達している

（図表23）。

図表23 ｅラーニングを用いた研修に対する不満な点の上位10項目（SA）【２カ年比較】

注：ｅラーニングへの満足度に関する設問の回答の中で、「不満」と「やや不満」の％を合計した上で、2カ年にわたり、上位10
項目を筆者が抽出した。

出所：経済産業省監修（2006.07）『ｅラーニング白書 2006/2007年版』及び経済産業省編（2007.08）『ｅラーニング白書
2007/2008年版』から筆者作成
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２）期待される新たな取り組み

前述の結果から、ｅラーニングの問題点や不満点を整

理すると、主要なポイントは次のとおりである。

①コンテンツの問題（質・量、求めているタイプのも

のがない等）

②インタラクティブ性などコミュニケーションが不足

（講師や他の学習者との関係）

③モチベーションの維持が困難（上記の①、②が大き

な原因）

これら「古くて新しい問題」にはWeb1.0の時代から

取り組まれている。例えば、紙芝居的なコンテンツより

は、Flashアニメーション、音声、映像などを使ってわ

かりやすいコンテンツを作成する、コンテンツは一度に

長時間配信するのではなく、1項目15～20分ほどに区

切って配信する、コースの内容によっては集合研修と組

み合わせたブレンディッドラーニングで実施するなどで

ある。また、メンタリングやチュータリングを強化する

動きがある。

しかし、コンテンツの見せ方や運営方法の改善だけで

全ての問題が解決するわけではない。ｅラーニングの最

も中核的なインフラはインターネットであり、Webの技

術・サービスの改善が必要とされているのである。そし

て、ちょうど2005年頃から急速に発展したWeb2.0の

技術・サービスが利用されるようになったのは必然的だ

といえる。

コンテンツが足りなければ関係者でつくる、コミュニ

ケーションが不足しているなら講師や学習者同士がコミ

ュニケーションしやすい環境をつくる、それにより学習

モチベーションを維持・発展させるなど、Web1.0では

期待しても困難だったことを、Web2.0の技術・サービ

スの適用で少しでも実現しようとする取り組みが始まっ

ているのである。

本章では、これまでみてきたWeb2.0の特性とｅラー

ニングの現状と課題を踏まえて、新しいIT活用型学習の

動向とあり方（次世代ｅラーニング）について取り上げ

る。

（１）Web2.0とｅラーニングの関係

これまでみてきたように、ｅラーニングは順調に拡大

しているが、より満足度の高い学習のためには、様々な

問題を抱えていることがわかった。特に重要な点は、「ユ

ーザビリティ」、「コンテンツ」、「コミュニケーション」、

「モチベーション」などである。これらの問題に対して、

Web2.0の技術・サービスは一つの解決策になりうると

推測される。

しかし、ｅラーニング業界では、Web2.0ブームにの

って、“ｅラーニング2.0”などと表現だけを真似た宣伝

活動があるが、必ずしも実態が伴っているわけではなく、

それが実態をわかりにくくしている面がある。

Web2.0のｅラーニングでの利用実態と学習者の視点

について、『ｅラーニング白書2007/2008年版』のｅ

ラーニングを利用する社会人を対象とした調査結果を紹

介する。

Web2.0の主要サービスの直接的または間接的な学習

利用について聞いたところ、学習に直接的に利用してい

るものとしては、「集合知サイト（Wikipedia等）」が

21.2%、「ブログ（一般）」19.6%と多く、次いで

「SNS（社内用）」の11.6％が続く。また、間接的に利

用しているものとしても「集合知サイト（Wikipedia等）」

が33.3%と特に高く、次いで「ブログ（一般）」20.1%、

「Q&Aコミュニティ」の14.8%が続く。

一方、直接利用の傾向が高いサービス（つまり直接利

用と間接利用の比率のギャップが大きいもの）は、「ポッ

ドキャスト」や「SNS（社内用）」であった。また、逆

に間接利用の傾向が高いサービスとしては、「集合知サイ

ト（Wikipedia等）」や「Q&Aコミュニティ」のギャップ

が高かった。各サービスの特性から考えて、妥当な結果

だと考えられる（図表24）。

Web2.0のサービスの学習活用状況についてみると、

現在、学習に利用しているものは、「集合知サイト

（Wikipedia等）」が17.8%と最も多く、次いで「ブログ

4 Web2.0と次世代ｅラーニング
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（一般）」、「Q&Aコミュニティ」の順となっている。一方、

今後、学習に利用したいものは、ブログ、SNS、ポッド

キャストなどに分散している。

現在の利用状況より今後の利用意向が高い（つまり、

今後の利用意向の比率と現在の利用率とのギャップが大

きい）ものは、「ポッドキャスト」、「SNS（一般）」、「ブ

ログ（社内用）」などであった（図表25）。

これらの結果から、Web2.0のサービスが学習にある

図表24 Web2.0的サービスの学習利用（直接的／間接的）（MA）

出所：経済産業省編（2007.08）『ｅラーニング白書 2007/2008年版』

図表25 Web2.0的サービスの学習利用（現在／今後）（MA）

出所：経済産業省編（2007.08）『ｅラーニング白書 2007/2008年版』
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程度利用されており、今後も学習利用が伸びると思われ

る。ただし、全体的にみると利用率はまだ1～2割程度に

過ぎず、今後の成長が注目される。

（２）Web2.0の学習活用の取り組み

Web2.0の学習利用はまだ始まって間もないが、

Web2.0が従来のインターネット活用（つまりWeb1.0）

の進化の流れであるため、実際には様々な新しい取り組

みがある。

図表26は、Web2.0の主要な技術・サービスの分類毎

に、その特性を活かして学習に利用するイメージを整理

している。

次に、各項目にしたがって、最近の取り組み事例を中

心に紹介する。

１）ブログ及びSNS

ブログやSNSは、Web2.0の中でもコミュニケーショ

ンの強化などで直接的な学習利用が活発である。特に大

学などでは、教育工学の実験的な意味合いもあり、ブロ

グやSNSを授業で利用する動きがある。例えば、産業能

率大学経営情報学部ネットビジネスコースの講義科目

「ネットワーク社会と行動」では、2005年度に学習支援

ツールとしてブログシステムを導入し、授業で取り上げ

たテーマについて学生一人ひとりがブログに記事を書き

込むといった学習利用を行なった（千葉／中井，2005）。

次に、小中学校でブログを教育利用に導入している例、

ビジネスパーソン向けにSNSを提供している例、そして

クロスメディア展開を進めるユニークな民間サービスの

例を紹介する。

①ｅ-まなびネット郡山「スクログ」

（http://schoolog.org/index.php）

福島県郡山市周辺の教職員とIT関連企業のボランティ

アで構成される非営利団体「ｅ-まなびネット郡山」は、

誰でも簡単にホームページの更新ができる学校専用ブロ

グ「スクログ」を開発し、2005年からウェブ上で無償

配布している。

「スクログ（Schoolog）」は「School＋Blog」の造語

で、子供でも簡単に記事の投稿ができるコンテンツマネ

図表26 Web2.0の学習利用イメージ

・学習におけるステークホルダー間の意見交換・相互理解の場、ナレッジシェア 
・学習したことを書き留めておくノートとして利用。コメントやトラックバック機能
を利用して、相互に知識を深め合う 

ブログ 

・Know-Whoシステムの構築 
・利用者間の情報共有、人脈・コミュニティの形成 

SNS（ソーシャル・ 
ネットワーキング・ 
サービス） 

・利用者による知識データベースの形成、その学習利用 集合知・共有サイト 

・音声や映像によるコンテンツの配信が可能なため、語学教育や講義映像配信などで
広く利用 

ポッドキャスティング 

・仮想世界に設置したキャンパスでプロジェクターなどを使って講義 
・3Dコンテンツクリエーションツールを使ってコンテンツを作成 

仮想世界 
（バーチャル・ 
ワールド） 

主なサービス 

・カスタマイズ型検索による学習の効率化 
・イメージ、ニュース、ブログ検索などが可能になり、検索の利便性向上 
・Google Earthを利用した歴史や地理、科学等の学習 

高度検索技術・ 
サービス 

・効率的な情報の配信・受信。特に情報の鮮度に重点を置く学習分野での利用 
・情報の更新頻度が高いブログやポッドキャスティング、SNS等との組み合わせで効
果発揮 

・モバイルでも受信でき、情報を受け取る場所を限定しない 

RSS

汎用的な技術 

学習利用イメージ 

出所：大嶋淳俊（2007/2/20）『連載コラム：“ｅラーニング”で変革する人材マネジメント ～第8回 Web2.0時代のeラーニングの新しい
あり方～』Cybax Learning Review No.40を一部修正（http://granaile.jp/column/rev08.html）
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ジメントシステム（CMS）環境を備えている。従来、ホ

ームページの更新や管理は担当の教職員が行っていたが、

慣れない作業の負担が大きく、あまり更新されていなか

った。そこで、ブログを児童生徒の学習支援や保護者と

の連絡手段として活用し、授業改善や教職員・生徒の積

極的なIT活用に役立てる目的で開発・導入に至った。

「スクログ」は、ホームページ機能、ブログ機能、グル

ープウェア機能で構成されている（図表27）。

ホームページ機能は、学校の基本情報やお知らせを掲

載するだけでなく、授業に関係するホームページへのリ

ンクやPDF形式の教材ファイルをアップロードして、資

料データベースとして授業などで使われている。

ブログ機能は、頻繁に更新される学級日誌や学校ニュ

ースなどで使われている。学校用にカスタマイズされた

CMSにより、生徒や保護者がID・パスワードを使って記

事を投稿することができる。また、家庭の携帯電話の保

有率の高さから携帯電話からでも投稿・閲覧ができる。

さらに、ブログの投稿・閲覧の活性化をはかって、学級

日誌やお知らせなどのページに簡単にアクセスできるQR

コード一覧表を各家庭に配布したり、購読希望者を募っ

てメールマガジンを発行したりしている。グループウェ

ア機能は、日程表や特別教室の予約表からスケジュール

管理をしたり、掲示板での意見交換などができる。

スクログ導入により、教職員、保護者、生徒のIT活用

の意識は変化している。教職員にホームページ作成への

関与を尋ねたアンケートでは、「関わっている」「時々関

わっている」を合わせた関与の比率が半年間で約45%か

ら約73%以上に上昇し、以前よりも積極的に関わってい

ることがわかる。

スクログを導入している地元の小中学校3校の保護者

に対するアンケートで「ホームページを見て学校の様子

がよくわかるようになりましたか？」という質問に対し

て、「そう思う」「少しはそう思う」を合わせた肯定的な

意見は小学校2校では70%程度、中学校では45%あっ

た。

また、スクログを利用した生徒に、できるようになっ

たことやあてはまることについて聞いたところ、学習の

ためのITリテラシーの能力全般が半年間で向上したと認

識していることがわかった。

このように、ブログ機能を中核としながら、ホームペ

図表27 「スクログ」の機能とトップページ

出所：スクログ（http://schoolog.org/index.php）/ ｅ-まなびネット郡山（http://www.e-manabinet.org/）から作成
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ージ機能、グループウェア機能を組み合わせにより、初

中等教育の新しい変化をもたらしている。

②株式会社ビジネス・ブレークスルー「AGORIA」

（http://agoria.jp/login.html）

株式会社ビジネス・ブレークスルーは、ビジネスパー

ソン向けに特化したSNS「AGORIA（アゴリア）」を運

営している。

同社は遠隔教育の手法を用いてビジネス・マネジメン

ト教育サービスを提供しており、サイバー上での講義や

議論を支援するツールとして「Air Campus」を開発し

た。それを「AGORIA」や「ビジネス・ブレークスルー

大学院大学」などで用いている。

「AGORIA」では、同社の受講生や修了生などのビジネ

スパーソンが経営やビジネスに関する知の共有ができる

「生涯学習のプラットホーム」の提供を目指している。

2006年9月12日の開設以降、講師や利用者らによる音

声・動画を含めたコンテンツの拡充、「しおり」「タグ」

「タグ共有」など機能拡張をはかっている。

③学びing株式会社「けんてーごっこ」

（http://www.kentei.cc/）

学びing株式会社は、2006年12月からオリジナル検

定共有コミュニティ「けんてーごっこ」のサービスを提

供している。「けんてーごっこ」は、プログラムの知識が

ないユーザーでも専用ウェブページから簡単に検定（ク

イズ）が作成でき、さらにブログパーツ化してブログや

ウェブサイトに貼り付けることができる。ブログなどに

貼られたブログパーツは常にサーバと通信しており、作

成された検定の受検者数や順位、評価などが表示される。

また、検定合格者にはリアルタイムに全国順位を表示し

た認定証ブログパーツを配布し、バッチやカードを集め

るような感覚で楽しみながらブログパーツを集めること

ができるよう工夫されている。

同社では、オリジナル検定の作成とそのブログパーツ

化を容易にする技術等によって、2007年8月時点で約

3,600のオリジナル検定を提供し、合計100万人が受験

したという。検定の内容は、音楽や映画など趣味に関す

るものから、語学やPCスキル、金融などの知識に関する

ものまで様々である。1つの検定は3～10問程度で構成

されており、クイズを解くような感覚で気軽に受講する

ことができる。

また、ブログやウェブサイトだけでなく、Vistaガジ

ェット版、セカンドライフ版、英語や中国語など多言語

版、携帯電話版、書籍版といったクロスメディア展開を

進める予定である。

２）集合知・共有サイト

集合知・共有サイトとして最大なのは、第2章でも述

べたWikipediaであり、バーチャルな百科事典として学

習によく利用されている。また、はてな（Hatena）が

提供する各種サービス（人力検索、ブックマーク、グル

ープ等）も学習で利用されている。また、前述のブログ

やSNSでの学習利用は、集合知・共有サイトとも呼べる。

一方、Wikipediaなどが意味する集合知・共有サイト

とは異なるが、ネット上で学習教材を登録・共有・提供

する活動としては、メディア教育開発センターの

「NIME-glad」や、早稲田大学が主導して会員大学や企業

と共同してオンデマンド授業の流通を進めている「オン

デマンド授業流通フォーラム（FOLC）」などがある。

３）ポッドキャスティング

ポッドキャスティングの教育利用にはめざましいもの

がある。現在提供されている教育系の番組は、主に大学

が配信する講義系と語学系である。このほか、各種の国

家資格対策講座などもある。

ここでは、ポッドキャスティングで講座を提供する大

学の中でも、最も早い時期に着手し、コンテンツが豊富

な東京大学の「TODAI Podcasts」を紹介する。

次に、Apple社が米国で大学向けに提供しているサー

ビス「iTunes U」について紹介する。

①東京大学「TODAI Podcasts」

（http://ocw.u-tokyo.ac.jp/podcasts/）

東京大学は全国の大学に先駆けて、2006年4月から

講義ビデオの一部をポッドキャストで配信している。配

信方法としてポッドキャストを採用した理由は、RSSフ
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ィードで講義ビデオがパソコンに自動配信されるため、

講義を継続視聴するのに適しているからである。「Todai

Podcasts」では、学部1～2年生向けに学問の全体像を

教える「学術俯瞰（ふかん）講義」や、「人口」、「ロボッ

ト新世紀」、「グローバリゼーション」など話題性の高い

公開講座の講義を配信している。話題性のあるコンテン

ツを配信することで、年齢を問わず多くの人に利用され

ている（図表28）。

②「iTunes U」

アップルは2007年5月31日から、iTunes Store

（www.itunes.com）内の専用エリアとして「iTunes U」

を立ち上げている（図表29）。iTunes Uではポッドキャ

スティングのしくみを活用して大学の情報を効率的に受

発信できる。利用者が各大学のページから登録をすると、

RSSフィードによってその大学の最新情報を自動で受け

取ることができる。大学のウェブページにはOCW

（Open Course Ware）が公開されており、講義やシン

ポジウム、講義資料などを視聴できる。連続した講義な

ども自動配信されるので、手軽に継続して取り組むこと

ができ、iPodに取り込めば時間や場所の制約を受けずに

学習できる。

iTunes Uを導入している大学は、2006年4月9日時

点では4校であったが、2007年7月末時点では、

Arizona State University、Bowdoin College、

Broome Community College、Concordia Seminary、

DePaul University、Duke、Michigan Tech

University、MIT、NJIT、Otis College of Art and

Design、Pennsylvania State University、Queenﾕs

University、Reformed Theological Seminary、

Seattle Pacific University、Stanford、Texas A & M

University、UC Berkeley、UMBC、University of

South Florida、Vanderbilt Universityなど約400校に

のぼる。

米国の大学数が約4000校といわれているので、約1

割に達しているといえる。米国以外には、カナダ、イギ

リスの大学などで導入されている。

４）仮想世界（バーチャル・ワールド）

3Dの仮想世界での学習は、一昔前は夢のような話であ

ったが、セカンドライフなどの登場で現実的になってき

た。

米国など海外の大学は、セカンドライフ内に続々と仮

想キャンパスを開設している。一方、日本ではｅラーニ

図表28 東京大学「TODAI Podcasts」トップページ

出所：iTunes Store の東京大学のページ



シンクタンク・レポート「シリーズ　IT活用の新パラダイム①」

248 季刊 政策・経営研究　2007 vol.4

ング企業が産学連携や「学びのBtoBtoCエリア」として

学習関連ビジネスに乗り出している。

また、EUは3D仮想技術を使った語学学習の実験プロ

ジェクトを実施している。この他、IBMなど大企業でも

3D仮想技術などを使ったグローバルトレーニングプログ

ラムをはじめている。

次に、それぞれの内容について紹介する。

①セカンドライフにおける海外の大学

アメリカの大学をはじめとして、セカンドライフにキ

ャンパスをもつ大学が増えている。セカンドライフにお

ける大学の参入状況は図表30のとおりである。

セカンドライフのキャンパスでは、講義室が設けられ、

教員と学生のアバターによる講義などが行われている。

また、3Dコンテンツクリエーションツールを使ってコン

テンツを作成し、物理学的な実験などに取り組んでいる。

キャンパスの例としては、①Ohio University

Second Life Campusにおける講義室、②ｅラーニング

の機能を備えた黒板、③3Dコンテンツクリエーションツ

ールを使ってコンテンツを作成する様子、④NMC

Campus: Seriously Engagingにおける野外講義、など

がある（図表31）。

そのほか、出版されている書籍がセカンドライフの中

でも読めるように、文面をスキャンし、コンテンツを作

成した例もある。

②セカンドライフ内の「学びアイランド」、「セカンドラ

イフ版けんてーごっこ」

学びing株式会社では、セカンドライフ内に学習に関連

した「学びアイランド（Manabi Island）」を整備し、

「学びのBtoBtoCエリア」として学習関連ビジネスやネ

ットプロモーションなど異業種の進出を誘致するととも

に、産学連携の共同研究を行なう場として活用している。

同社と埼玉大学総合研究機構プロジェクト「ものづく

り教育センター」が「仮想現実環境におけるものづくり

教育e-Learning教材の開発と評価」の共同研究に取り組

んでいる。また、サントリー、eBook Japan、ｅラーニ

ング企業などが仮想オフィスを暫定開設している。

このほか、同社は前述の「けんてーごっこ」のセカン

ドライフ版のサービス提供を開始している。セカンドラ

イフ内にある「けんてーボックス」をタッチすると、同

社が運営する「けんてーごっこ」の検定を受けることが

できる。出題される検定は、同サイトの中の「殿堂入り

検定」（受講者が1,000人を超えた検定）の中からラン

図表29 iTunes Uのトップページとスタンフォード大学の例

出所：iTunes Store（www.itunes.com）
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ダムに選ばれる（図表32）。

③EU「VOWELプロジェクト」

VOWEL（Virtual and Open World for European

Languages）プロジェクトとは、EUがLeonardo Da

Vinci Programの一環として、Exillsというバーチャルリ

アリティの3D仮想技術を使った、ｅラーニングによる英

語・フランス語・スペイン語の語学学習実験プロジェク

トである（図表33）。

VOWELプロジェクトでは、3D仮想世界の工場、レセ

プションデスク、レストランなどの具体的な環境で、顧

図表30 セカンドライフにおける大学の参入

出所：三淵啓自（2007.07.27）『仮想環境「セカンドライフ」に出現した教育環境』（TREEワークショップ＆
シンポジウム2007）講演内容より作成

図表31 セカンドライフキャンパスの様子

出所：Ohio University Second Life Campus（http://jp.youtube.com/watch?v=aFuNFRie8wA）
NMC Campus: Seriously Engaging（http://jp.youtube.com/watch?v=S9VZKTT6gZ8）等から作成

アメリカ 
イギリス 
オーストラリア 
デンマーク 
ドイツ 
フィンランド 
ポルトガル 
カナダ 
韓国 
フランス 

85

15

4
2 2
2 2
1 1
1
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客、サプライヤー、同僚など様々な役割を担った他者と

相互に学習できる。学習には具体的なシナリオがあり、

チューターが用意され、非同期環境ではアバターを使う

こともできる。2004～2006年のプロジェクト期間中

に、123名がこのプロジェクトで学習した。

④IBM「IBM＠Play」

IBM社は、世界の様々な地域にいる新入社員研修のた

めに、アバター、ビデオゲーム、SNS、バーチャルワー

ルド技術などを活用した、「IBM＠Play」と呼ぶ仮想世界

のグローバルトレーニングプログラムを2006年11月に

発表した。

図表32 「けんてーボックス」（画面右下の箱）で検定を受けている様子

出所：ASCII.jp（2007/07/10）「学びing、検定コミュニティのVistaガジェット版とセカンドライフ版を公開」
（http://ascii.jp/elem/000/000/049/49563/）

図表33 VOWELプロジェクトのイメージ

出所：http://virtual-language.com/?lang=en 
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このプログラムは2006年8月にはインドで既に実施

されており、中国では2007年に導入するという。また、

バーチャルワールド技術を使って、米国においてメンタ

ーとして働く人が、遠隔地の新入社員に対してスピード

メンタリングやグループミーティングでメンタリングを

できるようにする予定である。

５）高度検索技術・サービス

前述の集合知・共有サイトの項目でも紹介したが、イ

ンターネット上の学習教材を体系的に整理し、高度検索

技術で横断的に検索し学習利用できる、メディア教育開

発センター「NIME-glad（能力開発 学習ゲートウェイ）」

を紹介する。

①メディア教育開発センター「NIME-glad（能力開発 学

習ゲートウェイ）」

「NIME-glad（Gateway to Learning for Ability

Development）」は、高度検索技術の学習利用としても

注目される。「NIME-glad」は、大学等がインターネット

で配信している教育用コンテンツのポータルサイトで、e

ラーニングコース、OCW、公開講座、大学のシラバス情

報など、コンテンツが体系的に整備され、横断的に検索

して学習に利用できる（図表34）。

インターネット上に分散しているそれぞれのe-

Learningコースに学習対象メタデータLOM（Learning

Object Metadata）を付け、NIME-gladにデータベース

を作成している。国際標準に準拠したLOMの項目は、タ

イトル、キーワード、概要、教育分野等で、教育用コン

テンツの内容を表す目録に相当する。2007年3月時点

で、提供する学習オブジェクトは約13万件に達する（経

済産業省 2007）。

さらに、海外の教育情報ゲートウェイとの連携により、

リアルタイムに横断検索する仕組み「Federated

Search」を日本で初めて実現し、世界の5つの学習ゲー

トウェイをつなぐ世界最大規模のシステムを構築してい

る。

（３）実験例としてのWeb2.0活用講義

筆者は、都内の大学で現代の経済や経営についての講

義（以下、「現代の経済・経営」）を担当している。その

講座を受講する大学生には社会人も多く、問題意識が高

図表34 NIME-gladの仕組み

出所：メディア教育開発センター（http://nime-glad.nime.ac.jp/program/whats.php）
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い学生が少なくない。

この講座では、1年間の講義を通じた学習の総仕上げ

として、それまでに授業で学んだ経済情勢の見方、情報

収集・整理の手法、経営に関する原則や実際の企業事例

などの知識を総動員して、自分なりの「ビジネスプラン

作成」という最終課題を義務づけている。この講義を受

講した学生は、起業に関心を持っていたり、企業に所属

していて新規事業の開拓に関心のある学生が比較的多か

ったため、この課題に熱心に取り組んでいた。

しかし、週1回の講義では時間が足りず、かといって

社会人学生がいるため追加授業を実施することが難しか

った。そこで、2006年度の後期の授業で、Web2.0的

な取組みを試験的に導入し、ネット上で講師が各自のビ

ジネスプラン作成の相談に応じながら、学生同士もネッ

ト上での情報・意見交換等を通じて学習成果の向上を図

った。

当初は数人の小グループをつくって、グループごとに

ビジネスプランを作成してもらう想定であったが、最終

的には各自の希望するビジネスプランのテーマを尊重す

るため、グループでの課題提出を希望する学生グループ

を除いては、各自でビジネスプランを作成・提出するこ

ととした。そのため、オンライン上で相互に情報・意見

交換を行ないながら、互いに自分のビジネスプランの質

を高めていくために、SNS的ブログを採用したのである。

また、本授業用に新たにブログやSNSを開発するのでは

なく、一般に無料で利用可能なサービスで実現が可能か

どうかについても、検討課題であった。

普通のブログでは不特定多数に公開されることになり、

また一般的なSNSでは不要な機能があり、この課題のた

めに限定して利用するのに不便な点があるなどの理由に

より、様々な無料サービスを試した結果、アクセスが限

定でき操作性が高いSNS的ブログである「Voxブログ」

を採用した。

この「ビジネスプラン作成」のための協調学習用の

SNS的ブログとは別に、「現代の経済・経営」講座用に

一般公開用のブログを別途開設した。そこでは、ビジネ

スプラン作成の課題以外の授業連絡、授業の参考情報等

を毎週掲載して、学生のモチベーション維持と知識習得

に役立てた。さらに、「はてなブックマーク」を導入し、

協調学習に役立てた。

これら複数のサービスを組み合わせて実施した結果、

講師と学生達や、SNS的ブログ上でビジネスプラン作成

を協同する学生同士のコミュニケーションが円滑になり、

最終課題の質はビジネスプランの第1案作成当初と比べ

ると大きな改善が見られた。また、予想外の成果として、

学生のITリテラシーの向上がみられた。

本授業に出席する学生のITリテラシーにはかなりのば

らつきがあり、ブログやSNSを知らない者も少なくなか

った。ところが、特にSNS的ブログでビジネスプランの

作成を行った学生達は、それを頻繁に学習で利用するこ

とにより、実践的なITリテラシーが身についた。この点

は、後にブログ等を学習利用した他の授業実践でも耳に

したことがあり、ITリテラシー向上のための授業よりも

結果的に改善効果が大きいと推測される。

今年度は、昨年度の成果を踏まえて、前期の授業から

個別課題の学習にSNS的ブログを導入して学生に利用に

慣れてもらうとともに、参加メンバーの自己紹介等を通

じて信頼関係を早めに醸成し、今後の協調学習の成果向

上につながるように図っている。

これまで、Web2.0の技術・サービスを、直接・間接

的に学習に利用した例をみてきた。Web2.0はバージョ

ンアップ名で表現されるように、Web1.0の進化ではあ

っても根本的な革新とまではまだ言い難い面もある。し

かし、Webとしての技術やユーザビリティの面で大きく

改善されており、また3D仮想技術の学習利用が徐々に進

んでいるため、学習環境のあり方の変化に少なからぬ影

響を与えている。それはますます強まっていき、新たな

展開が期待される。

（１）新しい学習システム構築への挑戦

これまで、Web2.0登場の背景と現状、ｅラーニング

5 終わりに
～「学習者主導型ラーニング」に向けて
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の発展と課題、Web2.0による学習環境のイノベーショ

ンの取り組みについて、包括的な把握を試みた。

Web2.0の学習利用により、学習システムの改善が進

んでいる。例えば、ブログやSNSを利用した学習では、

従来型のｅラーニングシステムの弱点であったコミュニ

ケーションの双方向性の不足を改善したり、セカンドラ

イフなどの3D 仮想技術を利用して新たなタイプの「仮

想現実型学習環境」に取り組むなど、新しい学習システ

ムの萌芽が見えてきている。また、これらの新しい手法

により、学習意欲が刺激されモチベーションの維持に役

立つ効果も期待されている。さらに、高度検索技術によ

り、ネット上のあらゆる学習教材や関連情報が体系的に

検索・利用でき、学習の効率性に役立てられている。

Web2.0の技術・サービスの複合利用により、従来の

ｅラーニングシステムを超えた、新たなシステムの構築

が可能となっており、一部では実験が始められている。

例えば、図表35のようなRSS技術活用を活用した「プ

ッシュ型学習ポータルの自動生成・管理」のシステムが

考えられる。

従来、ｅラーニング等の学習システムを構築するには、

かなりの手間とノウハウが必要であった。そして、一度

構築したシステムの変更は容易ではなく、コストもかさ

むなど柔軟性に課題があった。ところがWeb2.0を利用

することで、柔軟な学習システムの構築を比較的容易に

行うことができる。

このRSS技術を利用した「プッシュ型学習ポータル

の自動生成・管理」は、従来のｅラーニングシステム

と比較して、教材の提供、システム管理、協調学習と

の連携などが手間をかけずにスムーズに実施できるも

のである。また、学習者のニーズにあわせたシステム

変更が容易で、柔軟性や操作性の面で大幅に改善され

ている。これが実現すれば、講師及び講座管理者は教

材配信の手間や学習システムの構築・管理にかけてい

た負荷を大きく軽減でき、本来の役割である優れた学

習コンテンツの作成やモチベーションの維持向上の工

夫に力を入れることができる。また、学習者は自己の

目的とニーズに最適化された学習システムで快適に学

習を進めることができる。

これはWeb2.0の複合利用の一例に過ぎないが、これ

から様々な新しい学習システムの開発が試みられ、講

図表35 RSS技術の活用による「プッシュ型学習ポータルの自動生成・管理」のイメージ

出所：筆者作成
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師・講座管理者・学習者など全ての学習ステークホルダ

ーにとって有益な学習環境の創造が期待される。

（２）「学習者参加型コンテンツ」から「学習者主導型

ラーニング」へ

しかし、「ｅラーニングの問題点」として先に指摘した

最大の問題に、まだ具体的な処方箋を描けていない。そ

れは「コンテンツ」の問題である。

オーサリングツールなどｅラーニング関連技術の発達

により、目的に応じて映像・音声・テキスト等の組み合

わせを手軽にでき、使い勝手の良いコンテンツを効率よ

く作成できるようになっている。また、検索技術の発達

により、国境を越えて外部のコンテンツを入手・閲覧で

きるようになっている。

しかし、社会が変化するにつれて、必要とされるコン

テンツは格段に多様化しており、講師など教育提供側が

主導して作成するコンテンツだけでは不足しているのが

現状である。そのため、特定の学習者にとって本当に役

立つコンテンツを創るには、その学習者自身が直接また

は間接的にコンテンツの作成に参加することが必要とさ

れる場面が増えている。筆者はこのようなコンテンツを、

「学習者参加型コンテンツ（Learner Generated

Content）」と呼んでいる。これは、Web2.0の本質的な

特徴である、「利用者参加型メディア（Consumer

Generated Media）」の概念と極めて一致している。

「学習者参加型コンテンツ」の先駆けとしては、市民が

インターネット上で講師にも学習者にもなりうる「イン

ターネット市民塾」があり、全国で多数立ち上がってい

る（経済産業省，2007）。これは、企業内教育や高等教

育だけでなく、一般市民の生涯教育においても「学習者

参加型コンテンツ」を作成・活用するニーズが高いこと

を示している。しかし、これらの市民塾では、Web2.0

的な技術やサービスを導入したものはまだほとんど無い。

現在のブログやSNS、Wikipediaなどを利用した学習

は、部分的に学習者参加の側面をもっているが、それぞ

れを断片的に利用する方法では、学習者にとって本当に

有用な「学習者参加型コンテンツ」を創り上げることは

難しいのである。

「学習者参加型コンテンツ」に求められる特長とは、①

講師から学習者まで学習関係者が協同してコンテンツを

作成できる、②アップデートが容易、③コンテンツの内

図表36 「学習者参加型コンテンツ」のイメージ

出所：筆者作成
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容が実践的である、といった点である。そのためには、

Web2.0の様々な技術・サービスを適切に組み合わせ、

コンテンツ作成・維持・管理を容易にするとともに、ユ

ーザビリティを高くすることが必須となる。

ここで、コンテンツの有用性に最も厳しいと思われる

企業内教育を例に、「学習者参加型コンテンツ」の可能性

を検討してみる（図表36）。企業内教育におけるｅラー

ニングの大きな問題点として、「業務直結型の実効性の高

いコンテンツがない」という点である。これは、全社員

に受講させるコンプライアンス研修などではなく、各事

業部門での実践的な研修でｅラーニングを利用する場合

に常に指摘されている。

しかし、学習主体たる事業部門のステークホルダー

（これには学習者である社員も含まれる）がコンテンツ作

成に積極的に関与して「学習者参加型コンテンツ」を開

発すれば、極めて実践的なものになりうる。実際には、

コンテンツの作成に積極的にかかわるにはハードルが高

かったが、Web2.0の利用で容易になっている。一部の

先進的な企業では、現場主導でコンテンツを作成して効

果を上げている例がある。このように、学習のステーク

ホルダーが、Web2.0技術を利用してコミュニケーショ

ンとコラボレーションを密にして、「学習者参加型コンテ

ンツ」を作成して実践的な学習を実施すれば、大きな効

果が期待できるのである。

また、「学習者参加型コンテンツ」は、集合教育と組み

合わせたブレンディッドラーニングで使うだけでなく、

集合教育やOJT教育のプロセスで教材として活用される

ことにより、教育の質的向上にも大きく貢献すると考え

られる。また、Web2.0技術の中でも3D仮想技術が進歩

すれば、現在は集合教育で行なわなければならない学習

プロセスを、ネットの世界に移行する可能性もうまれて

いる。

ただし、前述の「プッシュ型学習ポータルの自動生

成・管理」などの新しい学習システムや「学習者参加型

コンテンツ」は、Web2.0の様々な技術・サービスを適

切に組み合わせれば基本的には可能だが、それを継続的

に実現していくコンセプトと仕組みができあがるには、

まだ暫く時間が必要だと思われる。

本稿の最初で述べたように、これからの情報化社会に

おける次世代のラーニング（リアルとバーチャルな学習

を融合した次世代ｅラーニング）とは、Web2.0や後の

Web3.0以降といったインターネットの進化の動きだけ

でなく、ユビキタスネットワークの進展をも視野にいれ

る必要がある。そして、変化の潮流の行く先に、「学習者

参加型コンテンツ」を中核とした「学習者主導型ラーニ

ング（Learner Directed Content: LDC）」があると思

われる。

教育研修の世界では、古くから「学習者中心の教育」

の重要性が指摘されてきたが、実現は容易ではなかった。

それが、Web2.0以降の新しいネットの進化により、学

習者中心の概念を超えた「学習者主導型ラーニング」の

可能性は広がっている。

それを実現するためには、オンラインとオフラインの

学習を別々に考える、我々の学習に対するマインドセッ

トをまず変えていく必要がある。

Web2.0を契機としたネット世界の進化が後押しする

学習革新（ラーニング・イノベーション）により、「学習

者主導型ラーニング」を実現していくことは、次世代の

情報化社会における我々の成長に大きな影響を及ぼすで

あろう。
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【注】
１ 2007年９月28日脱稿
２ 筆者がこのキーワードを耳にしたのは、2005年の海外出張先のことであった。その時は、「米国のいつものバズワードだろう」として、あ

まり気にとめなかった。しかし、その後の普及はめざましかった。ソフトウェアのバージョンアップになぞらえたのは、わかりやすい提
示方法であったのだろう。

３ 本稿での「仮想世界」とは、英語のVirtual Worldの直訳的な意味合いで使っている。日本語の語感では、「仮想」とは「仮の想定、想像」
というニュアンスが強いが、英語のvirtualは「（名目上はそうではないが）実質上の、事実上の、実際上の」というニュアンスがある。特
にインターネットの世界で「仮想」はこのように積極的な意味を持っているため、「仮想世界」も単なる仮の世界以上を意味している。

４ 現在は、「第１次発展期」と呼ぶべきだと考えている。
５ 当時はブロードバンドや無線LANの普及が始まったばかりで、ノートPCは軽量のものが少なく、PDAや携帯電話等のモバイル端末も少な

く、また機器全体としてスペックが貧弱であった。
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